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１．はじめに
　本稿では，監査手続のフレームワークである監査
リスク・モデルに基づく監査アプローチ（以下，リ
スク・アプローチという）について検討する。財務
諸表監査は，「経営者の作成した財務諸表が，一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て，企業の財政状態，経営成績およびキャッシュ・
フローの状況をすべての重要な点において適正に表
示しているかどうかについて，監査人が自ら入手し
た監査証拠に基づいて判断した結果を意見として表
明すること」（『監査基準』第一）を目的としており，
この目的の達成手段として，リスク・アプローチは
「公認会計士が現在において最も有効であると考え
る監査手続の枠組み」（鳥羽［2009］240頁）である
と考えられている。
　このリスク・アプローチとは，「財務諸表の適正
表示の意味を『重要な虚偽表示のないこと』ととら
えたうえで，制約のある監査資源をどのように監査
現場（監査手続）に配分したら，『重要な虚偽表示』
を有効に，かつ効率的に検出することができるか，
という問題を追及した財務諸表監査における監査手
続の枠組みに与えられた名称」（鳥羽［2009］244頁）
であり，わが国のみならず国際的な監査基準におい
ても同様に，このリスク・アプローチによって財務
諸表監査は行われている。
　このリスク・アプローチがわが国の財務諸表監査
にはじめて導入されたのは，1991（平成3）年12月
に改訂された『監査基準』においてであり，その後，
リスク・アプローチの取り扱いをめぐり，数次の改
訂が行われている。そこで本稿では，『監査基準』
におけるリスク・アプローチの変遷とその背景を概
観し，その変遷が監査実務にどのような影響を及ぼ
したかを検討する。
２．リスク・アプローチの導入（1991年）
⑴　リスク・アプローチの背景
　リスク・アプローチは，もともと米国の監査実務
において発展してきたものであり，1983年に米国公
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認会計士協会が監査基準書（SAS）第47号１『監査
を実施する際の監査リスク及び重要性（Audit Risk 
and Materiality in Conducting an Audit）』を公表
したことによって，正式に監査実務に導入されたも
のである。
　米国では従来の監査手続にかえて，なぜリスク・
アプローチが導入されるようになったのだろうか。
結論的に言えば，1970年代からの米国における一連
の経営者不正に端を発した訴訟において，監査人が
敗訴するという公認会計士にとって厳しい状況の中
で，リスク・アプローチなる監査手続の考え方が開
発されてきたのである。社会の人々が監査人に期待
している「監査人の役割」と公認会計士が実施する
「監査人の役割」との間に大きな溝（乖離）がある
という「期待ギャップ（expectation gap）」として
議論されてきた問題である。
　伝統的な財務諸表監査では，経営者の不正を発見
することは副次的な職能であり，それが一次的なも
のとされることはなかった。しかしながら，「期待
ギャップ」論議を通して，監査職能の拡充が検討さ
れ，経営者不正を発見するという期待に対応する取
り組みが行われてきたのである。そのような中で生
まれてきたのが，リスク・アプローチという新しい
監査手続の枠組みである。
　理論的には，実証主義的アプローチから反証主義
的アプローチへの変化であると捉えることができ 
る２。実証主義的アプローチとは，「経営者と監査
人の間には本質的な利害の対立はない」と仮定して，
監査人が経営者の言明の適正性を基本的に受け入れ
た上で，職業的専門家として独自のそれを裏付ける
形でその主張の確からしさを立証する，というもの
である。これが，伝統的に財務諸表監査において採
用されてきたアプローチであった。これに対して，
反証主義的アプローチとは，「経営者と監査人の間
には潜在的な利害の対立がある」と仮定して，経営
者には監査人を欺いて不正な財務報告をしようとす
る潜在的な危険があることを前提としている。そこ
で，監査人は財務諸表の適正表示を否定する命題（反
証命題）を設定するとともに，その反証命題を裏付
ける証拠を検出するための監査手続に監査資源の重
点的投入を図るというものである。反証主義的アプ
ローチにおいては，反証命題が否定される形で財務
諸表の適正表示が立証されるのである。このように
重要な虚偽表示が存在することを前提として，それ
を発見するための監査計画が策定され，監査資源が
重点的に投入されるのである。まさに，リスク・ア
プローチが採用する監査手続の考え方である。
⑵　『監査基準』へのリスク・アプローチの導入
　わが国においては，1991（平成3）年の『監査基
準』の改訂により，リスク・アプローチの概念がは
じめて制度に導入された。具体的には，監査実施準
則五における次の規定である。
　「監査人は，監査計画の設定に当たり，財務諸表
の重要な虚偽記載を看過することなく，かつ，監
査を効率的に実施する観点から，内部統制の状況
を把握するとともにその有効性を評価し，監査上
の危険性を十分に考慮しなければならない。
　内部統制の有効性を評価するに当たっては，内
部統制組織の整備と運用の状況のみならず，それ
に影響を与える経営環境の把握と評価を行わなけ
ればならない。
　監査上の危険性を評価するに当たっては，監査
対象項目に内在する虚偽記載の発生の可能性に留
意するのみならず，経営環境を把握し，それが虚
偽記載の発生をもたらす可能性を考慮しなければ
ならない。」
　この監査実施準則五は，監査実施準則四「監査人
は，あらかじめ企業の実情に適した監査計画を実施
しなければならない。監査計画は，監査の実施の過
程において，事情に応じて適時に修正されなければ
ならない。」の規制内容を敷衍したものである。つ
まり，監査人は被監査会社の実情を評価して，財務
諸表の重要な虚偽記載を看過する危険性を最小限に
抑えるための監査計画を編成し，監査を有効的かつ
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効率的に実施しなければならないのである。
　監査実施準則五は，リスク・アプローチにおけ
る「内部統制組織の整備運用状況の評価」と「監査
手続き上の危険の決定」という二つの要素を示唆し
ている（脇田［1993］117頁）。まず，監査人が財務
諸表の虚偽記載を看過する危険を小さくし，効率的
な監査を実施するためには，被監査会社での不能率
や誤謬や不正を最小にするための被監査会社自らの
管理努力の具体的形態である内部統制組織が整備さ
れ，かつ適切に運用されていることが不可欠であり，
その状況の評価が重要である旨を規定している。
　さらに，財務諸表の重要な虚偽記載を看過する監
査上の危険性を最小限に抑えるためには，監査人は
被監査会社全般についてもしくは監査項目ごとに内
在する虚偽記載の発生の可能性（固有の危険）を評
価すると同時に，上記の内部統制組織の評価結果（内
部統制上の危険）を勘案して，監査人が監査業務の
執行において，虚偽記載をもたらす誤謬や不正を見
逃す危険（監査手続き上の危険）の水準を決定し，
監査計画を編成しなければならないのである（図表
１を参照）。
　このように導入されたリスク・アプローチであっ
たが，『監査基準』にその枠組みが明確に示されず，
「従来の監査手続を単に整理したものであるのか，
それとも，従来の監査手続とはそもそも発想を異に
する監査手続の考え方であるのかなど基本的な問題
についての理解」（鳥羽［2009］239頁）が十分に得
られなかったことにより，監査実務に十分に浸透す
図表 １
（出所：脇田［1993］119頁，図２−19より）
　監査手続上の危険の評価
監査実施準則の５の第３項，発見上の危険の評価に当たっては，
①監査対象項目に内在する虚偽記載発生の危険（固有の危険）に
　留意
②企業を巡る景気動向などの経済状況，業界の動向，政府による
　規制処置の動きなどの外部経営環境に由来する危険（固有の危
　険）の評価
　内部統制の評価
監査実施準則の５の第２項，内部統制の有効性の評価に当たっては，
①監査人は内部統制組織つまり会計組織と会計組織に係わる統制手
　続の整備と運用の状況を評価
②内部統制組織の整備と運用に影響を与える経営環境，たとえば経
　営者の経営経験や経営姿勢，経営信条，企業の業務の特質および
　固有の管理体制など内部経営環境を評価
??????
????????
監査手続上の危険 監査計画の設定
固有の危険
統制上の危険
内部統制組織の整備運用状況の把握・評定
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ることはなかった3。
３．リスク・アプローチの本格的導入（2002年）
　リスク・アプローチの考え方は，1991（平成3）
年の『監査基準』の改訂で導入されはしたが，上述
のようにわが国の監査実務に十分に浸透するには
至っていなかった。そのような状況を受けて，2002
（平成14）年の『監査基準』の改訂は，リスク・ア
プローチの考え方を明確化し，明文化することに
なった。
「⑴　リスク・アプローチの意義
　平成3年の監査基準の改訂でリスク・アプロー
チの考え方をとり入れたところであるが，なおも
我が国の監査実務に浸透するには至っていない。
その原因の一端は監査基準の中でリスク・アプロー
チの枠組みが必ずしも明確に示されなかったこと
にもある。しかし，リスク・アプローチに基づく
監査は，重要な虚偽の表示が生じる可能性が高い
事項について重点的に監査の人員や時間を充てる
ことにより，監査を効果的かつ効率的なものとす
ることができることから，国際的な監査基準にお
いても採用されているものである。我が国の監査
実務においてもさらなる浸透を図るべく，改訂基
準ではリスク・アプローチに基づく監査の仕組み
をより一層明確にした。」（企業会計審議会［2002］
7−８頁）
　『監査基準』の前文では，上記のリスク・アプロー
チの意義のほかに，リスク諸概念および用語法，リ
スク・アプローチの考え方，リスク評価の位置付け
を明示し，『監査基準』の実施基準「一　基本原則」
の１において，リスク・アプローチに基づく財務諸
表監査を明文化している。
　「監査人は，監査リスクを合理的に低い水準に
抑えるために，固有リスクと統制リスクを暫定的
に評価して発見リスクの水準を決定するとともに，
監査上の重要性を勘案して監査計画を策定し，こ
れに基づき監査を実施しなければならない。」
　従来の監査基準において「監査上の危険性」と表
現していた用語は，国際的な用語法に変更して「監
査リスク」とし，「固有リスク」，「統制リスク」お
よび「発見リスク」という3つのリスク要素と監査
リスクとの関係を明らかにしている。以下，『監査
基準』におけるリスク・アプローチを考察すること
とする。
⑴　監査リスク・モデル
　監査リスク（audit risk : AR）とは，「監査人が，
財務諸表の重要な虚偽の表示を看過して誤った意見
を形成する可能性」（企業会計審議会［2002］８頁）
であり，リスク・アプローチはこの監査リスクを合
理的に低い水準に抑えることを求めている。監査リ
スク・モデルとは，監査リスクを構成する固有リス
ク（inherent risk : IR），統制リスク（control risk : 
CR）および発見リスク（detection risk : DR）の3
つのリスク要素（後述）を識別し，これらリスク要
素の積をもって監査リスクとするものであり，次の
式によって表現される。
　　 AR ＝ IR × CR × DR
 …監査リスク定式（audit risk formula）
　すなわち，監査リスクを一定の合理的に低い水準
に抑えるために，監査人は固有リスク，統制リスク
をそれぞれ評価し，それらの評価の結果（リスクの
高低）に基づいて，発見リスクの水準を決定するこ
とになる。そして，監査人は決定された発見リスク
の水準に基づいて，入手すべき監査証拠の質と量を
決定し，適用する監査手続の種類やその実施の時期
及び範囲などを策定することになるのである。
⑵　固有リスク（IR）
　固有リスクは，「関連する内部統制が存在してい
ないとの仮定の上で，財務諸表に重要な虚偽の表示
がなされる可能性をいい，経営環境により影響を受
ける種々のリスク，特定の取引記録及び財務諸表項
目が本来有するリスクからなる」（企業会計審議会
［2002］８頁）とされている。経営環境により影響
を受ける種々のリスクとは，被監査会社の社風，経
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営者の人格や哲学，従業員のモラル，被監査会社の
組織構造，被監査会社の最近の経営業績の推移，被
監査会社の業界の景気動向や習慣，被監査会社をめ
ぐる取引環境の動向などが，財務諸表に重要な虚偽
表示を派生させる要因となるリスクである。特定の
取引記録及び財務諸表項目が本来有するリスクと
は，例えば，遣い込みや横領などの不正が生じやす
い現預金，不良在庫が生じやすい棚卸資産のように，
取引やそれぞれの監査項目自体が本来有している不
正や誤謬の発生しやすい属性（特性）にかかるもの
である。
⑶　統制リスク（CR）
　統制リスクは，「財務諸表の重要な虚偽の表示が，
企業の内部統制によって防止または適時に発見され
ない可能性」（企業会計審議会［2002］８頁）である。
内部統制とは，「適正な財務諸表を作成し（会計記
録の正確性と信頼性を保証し），法規の遵守の履行
を確実なものとし，会社の資産を保全し，会社の事
業活動を効率的に遂行するために，企業内に経営者
自身により設定された経営管理機構４」（脇田［2000］
121頁）であり，仮に固有リスクが高いと評価され
ても，適切な内部統制が整備運用されていれば，財
務諸表に重要な虚偽表示がなされる可能性は抑えら
れると考えられる。
　しかしながら，内部統制には固有の限界があり，
どのような内部統制が整備されたとしても統制リス
クがゼロになることはない。例えば，経営者自身に
よる内部統制の無視，また複数の従業員の共謀によ
る内部統制の無力化である。さらに，内部統制は当
初の想定外のことに対して，有効に機能しない場合
もある。このように，統制リスクは内部統制の整備
および運用状況の有効性に影響を受けるのである。
⑷　発見リスク（DR）
　発見リスクは，「企業の内部統制によって防止又
は発見されなかった財務諸表の重要な虚偽の表示
が，監査手続を実施してもなお発見されない可能性」
（企業会計審議会［2002］８頁）である。上述の固
有リスクと統制リスクは，被監査会社における問題
であり与件として取り扱うことになるが，発見リス
クは監査人における問題である。つまり，監査人が
行う監査手続によっても，重要な虚偽表示が発見さ
れずに財務諸表に記載されてしまうリスクである。
これは，現在の財務諸表監査が，監査資源（時間，
労力，費用）の制約によって，すべての取引記録を
監査する「精査」ではなく，一定のサンプルを抽出
し監査する「試査」に基づいて実施されていること
による。すなわち，監査人がサンプルとして取り上
げた項目・取引や入手した証拠資料の中に重要な虚
偽表示に関係している情報が含まれていない可能性
（サンプリング・リスク）や，また，監査人が重要
な虚偽表示に関する問題への手掛かりをもっていた
としても，監査人の判断のミスから重要な虚偽表示
を看過してしまう可能性（非サンプリング・リスク）
が存在するからである（鳥羽［2009］248頁）。
⑸　固有リスク，統制リスク，発見リスクの関係
　監査リスク・モデルにおいて，監査リスクの大き
さは監査リスク定式によって表されているように，
固有リスク，統制リスク，発見リスクの評価（高低）
によって決定されることとなる。しかしながら財務
諸表監査においては，監査人は監査リスクを合理的
に低い水準に抑えることが要請されることから，リ
スク・アプローチにおいては，監査人は発見リスク
の水準をどのように決定するかが鍵となる。そのこ
とを示したのが，監査リスク定式を変形した次の「監
査計画定式」である。
　　　　　　　　　　　　
…　監査計画定式
　監査人は，監査リスク（AR）が社会的に容認さ
れる水準（合理的に低い水準）と，固有リスク（IR）
と統制リスク（CR）を評価した結果を勘案して，
発見リスク（DR）の水準を見極め，その発見リス
クの水準に対応した監査手続の種類，適用範囲，適
DR ＝ 
AR
IR × CR
56 日本におけるリスク・アプローチに基づく監査の変遷
用時期や方法を決定することになるのである。
図表２
（出所：山浦［2006］219頁，図８−3を基にして，筆者作成）
　図表２は，監査計画定式に基づく監査リスク構成
要素間の相互関係を示している。固有リスクおよび
統制リスクの水準が高い場合には，発見リスクの水
準は低くなり，全体として証明力の強い監査証拠を
入手するための監査手続が実施される必要があるこ
とになる。逆に，固有リスク及び統制リスクの水準
が低い場合には，発見リスクの水準は高くなり，全
体として証明力の弱い監査証拠が入手できる監査手
続の実施で構わないということになる。改訂『監査
基準』は，その前文において，監査リスク構成要素
間の関係を次のように示している。
「⑶　リスク・アプローチの考え方
　リスク・アプローチに基づく監査の実施におい
ては，監査リスクを合理的に低い水準に抑えるこ
とが求められる。すなわち，監査人の権限や監査
時間等には制約もある中で，財務諸表の利用者の
判断を誤らせることになるような重要な虚偽の表
示を看過するリスクを合理的な水準に抑えること
が求められるのである。このため，固有リスクと
統制リスクとを評価することにより，虚偽の表示
が行われる可能性に応じて，監査人が自ら行う監
査手続やその実施の時期及び範囲を策定するため
の基礎となる発見リスクの水準を決定することが
求められる。例えば，固有リスク及び統制リスク
が高い（虚偽の表示が行われる可能性が高い）と
判断したときは，自ら設定した合理的な監査リス
クの水準が達成されるように，発見リスクの水準
を低く（虚偽の表示を看過する可能性を低く）設
定し，より詳細な監査手続を実施することが必要
となる。また，固有リスク及び統制リスクが低い
と判断したときは，発見リスクを高めに設定し，
適度な監査手続により合理的な監査リスクの水準
が達成できることとなる。このように，固有リス
クと統制リスクの評価を通じて，発見リスクの水
準が決定される。」（企業会計審議会［2002］８−
9頁）
　このように，リスク・アプローチにおいては発見
リスクの水準に基づく監査計画の編成が予定されて
おり，戦略性の高い財務諸表監査が実施されること
になっている。有限の監査資源をリスク分析に基づ
いて最も効率的に組み合わせて，監査リスクを社会
的に許容可能な合理的に低い水準にとどめるための
最も効果的な成果を得る方法を決定するのである。
４ ．「事業上のリスク等を重視したリスク・
アプローチ」の導入（2005年）
　リスク・アプローチを本格的に導入した『監査基
準』であったが，多数のリスク・アプローチの不適
切な適用事例や監査基準をめぐる国際的な動向を鑑
みて，2005（平成17）年10月に『監査基準』の改訂
が行われた。以下では，「事業上のリスク等を重視
したリスク・アプローチ」および「重要な虚偽表示
リスク」概念の導入について検討することとする。
⑴ 　「事業上のリスク等を重視したリスク・アプローチ」
　改訂『監査基準』は，従来のリスク・アプローチ
の抱えている問題点を解決し，より有効的・効率的
に実施するために，「事業上のリスク等を重視した
リスク・アプローチ」（以下，ビジネス・リスク・
アプローチという）を導入している。改訂『監査基
準』の前文は，次のように従来のリスク・アプロー
チの問題点を説明している。
　「しかし，現実の企業における日常的な取引や会
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計記録は，多くがシステム化され，ルーティン化
されてきており，財務諸表の重要な虚偽の表示は，
経営者レベルでの不正や，事業経営の状況を糊塗
することを目的とした会計方針の適用等に関する
経営者の関与等から生ずる可能性が相対的に高く
なってきていると考えられる。また，経営者によ
る関与は，経営者の経営姿勢，内部統制の重要な
欠陥，ビジネス・モデル等の内部的な要因と，企
業環境の変化や業界慣行等の外部的な要因，ある
いは内部的な要因と外部的な要因が複合的に絡み
あってもたらされる場合が多い。
　一方，監査人の監査上の判断は，財務諸表の個々
の項目に集中する傾向があり，このことが，経営
者の関与によりもたらされる重要な虚偽の表示を
看過する原因となることが指摘されている。」（企
業会計審議会［2005a］２頁）
　このように，監査人がリスク・アプローチに基づ
く適正な監査を行うためには，企業および企業環
境（特に，外部的な要因）を十分理解することが必
要不可欠であり，さらに，監査人の監査上の判断は
財務諸表の個別項目に集中しがちであることを指摘
し，財務諸表全体における重要な虚偽表示の可能性
の判断が必要であることを指摘している。そこで，
ビジネス･リスク・アプローチは，従来のリスク・
アプローチの問題点を補完するために，従来のリス
ク・アプローチに比較してリスク評価の対象を広げ，
内部統制を含む，企業および企業環境を十分に理解
し，財務諸表に重要な虚偽表示をもたらす可能性の
ある事業上のリスク等を考慮し，固有リスクと統制
リスクを結合した「重要な虚偽表示のリスク」を「財
務諸表全体」および「財務諸表項目」という２つの
レベルにおいて評価するという考え方を採用したの
である。
　このように財務諸表項目だけでなく，財務諸表全
体においてリスクを評価する背景には，経営者の関
与等から生じる重要な虚偽表示の可能性が相対的に
高くなっていることをあげることができる。例えば，
循環取引においては，財務諸表項目だけをみていた
のでは問題を発見することは困難であり，財務諸表
全体をみることによって，はじめて重要な虚偽表示
につながる問題を発見することが可能となるのであ
る。ビジネス・リスク・アプローチのもとでは，監
査人には企業の作成する財務諸表項目を近視眼的に
評価するだけではなく，財務諸表全体を鳥瞰的に評
価することが期待されているのである。
⑵　「重要な虚偽表示のリスク」概念
　監査リスク定式に基づくと，監査リスクは固有リ
スクと統制リスクおよび発見リスクの積によって決
定される。この監査リスクを合理的に低い水準に抑
えるために，監査人は固有リスクと統制リスクを個
4
別
4
に評価し，発見リスクの水準を決定することに
なっていた。しかしながら，現実の実務では，固有
リスクと統制リスクを区別して評価することの困難
性が指摘されていた５。また固有リスクがあれば，
これに対応する適当な内部統制が整備されているの
が一般であり，「関連する内部統制が存在していな
い」と仮定する固定リスクの評価は現実的であると
はいえず，結果として固有リスクの評価が形式的な
ものになってしまう可能性も指摘されていた。
　例えば，財務諸表項目の個別についてその固有リ
スクを評価するためには，それなりの作業が必要で
あり，監査の効率性という観点からすると大きな負
担となるので，最初から固有リスクを最大（つまり，
最も慎重な監査判断が必要）としておけば，固有リ
スク評価の作業は省略される。このように固有リス
クを取り扱えば，監査人は統制リスクのみを評価し，
その結果に基づいて発見リスクの水準を決定すれば
よいことになる。つまり，発見リスクの水準は統制
リスクの大きさのみに依存することになってしまう
のである（鳥羽［2009］252−253頁）。
　そこで，ビジネス･リスク・アプローチでは上述
のような固有リスクの形式的評価を回避し，発見リ
スクの水準の適切な決定が行われるために，固有リ
スクと統制リスクが実務上は絡み合ったものである
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ことを認識し，両者を結合リスク（固有リスク×統
制リスク）として取り扱い，実質的なリスク評価を
行うことにしたのである６。この結合リスクは「重
要な虚偽表示のリスク（risk of material misstate-
ment : RMM）」と呼ばれる。『監査基準』の実施基
準「一　基本原則」の１において，次のように規定
している。
　「監査人は，監査リスクを合理的に低い水準に抑
えるために，財務諸表における重要な虚偽表示の
4 4 4 4 4 4 4 4
リスク
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を評価，発見リスクの水準を決定するとと
もに，監査上の重要性を勘案して監査計画を策定
し，これに基づき監査を実施しなければならない。」
（企業会計審議会［2005a］６頁，強調筆者）
　なおこの重要な虚偽表示のリスク概念は，「会計
監査に，より実務的，かつ実効的な観点を加味する
ために」（山浦［2008］226頁）導入された概念であ
り，従来の固有リスクと統制リスクの概念は，従来
のリスク・アプローチから踏襲されていることに留
意する必要がある。
⑶　ビジネス･リスク・アプローチの特徴
　ビジネス･リスク・アプローチは，財務諸表項目
レベルのリスクだけにフォーカスするのではなく，
被監査会社を取り巻く外部環境や被監査会社のビジ
ネス・モデル等に潜む事業上のリスク等を積極的
4 4 4
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評価し，財務諸表全体に潜む重要な虚偽表示の可能
性を看過しないようにするものであり，1990年代後
半から米国の大手監査法人を中心に具体化されてき
ている「ビジネス・リスク・アプローチ」に通じる
ものである。ビジネス・リスクとは，被監査会社の
「事業運営に関連する外部的あるいは内部的要因，
圧力，作用因によって企業目的を達成できなくなる
リスクであり，究極的には，企業の存続や収益性に
結びつくリスク」（山浦［2008］227頁）をいい，こ
のビジネス・リスクが重要な虚偽表示のリスクにま
で転化する可能性を評価し，その可能性が高い箇所
を重点的に監査しようとしているのである。つまり
ビジネス･リスク・アプローチは，財務諸表項目レ
ベルの検証に視野を狭めるのではなく，経営者レベ
ルの視点に立って事業上のリスク等を判断し，財務
諸表監査を実施することを監査人に要請しているの
である。
　ビジネス・リスク・アプローチにおいて重要な鍵
を握るのが，重要な虚偽表示のリスクである。重
要な虚偽表示のリスクは，形式的には上述のよう
に，固有リスクと統制リスクの単なる結合リスクで
ある。しかしながら，内部統制概念が拡大し，内部
統制監査が行われるようになった今日，重要な虚偽
表示のリスク概念の実質は変容しているのではない
かと思われる。つまり，従来考えられていた固有リ
スクの評価対象が変化（例えば，固有リスクと考え
られていたものが，統制リスクに含まれる等。）し，
固有リスクと統制リスクの単なる結合リスクとして
ではなく，両リスクが不可分であり，一括して取り
扱わざるを得ないリスクの存在である。ビジネス・
リスク・アプローチでは，財務諸表項目レベルだけ
でなく，財務諸表全体を評価することを通して，単
なる結合リスクとしてではない重要な虚偽表示のリ
スクを効果的に評価することを目指しているといえ
る。
５．むすびにかえて
　本稿では，現在の財務諸表監査の拠って立つ監査
手続の枠組みであるリスク・アプローチについて，
わが国の『監査基準』への導入およびその変遷を概
観してきた。以下，リスク・アプローチの背景，わ
が国の監査基準への導入・変遷等に若干の検討を加
えて，本稿のむすびに代えることにする。
　第一に，リスク・アプローチという監査手続の枠
組みは，米国における「期待ギャップ」論議を通じて，
経営者不正を発見するという社会の人々の監査人へ
の期待と監査人が考える監査の役割との間のギャッ
プを狭めるないしは埋めるための取り組みの結果と
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して生まれてきたものであった。また，リスク・ア
プローチは監査人が訴訟において自己防衛するため
の手段としても期待されてきたものであったともい
える。「期待ギャップ」議論によって，財務諸表監
査は経営者の主張の正当性を確認するという監査か
ら，経営者の不正を発見するための監査へと大きな
パラダイムのシフトが起きたのである。新しいパラ
ダイムを支える監査がリスク・アプローチなのであ
る。
　第二に，わが国の監査実務へのリスク・アプロー
チの導入についてである。1991（平成3）年にリスク・
アプローチは導入されたものの，わが国の監査実務
には浸透しなかったのは上述の通りである。日本公
認会計士協会は，わが国の監査実務にリスク・アプ
ローチが浸透しないことを背景にして，1995（平成
7）年に実務上の指針を公表（脚注3参考）してい
るが，2002（平成14）年の『監査基準』の改訂にお
けるリスク・アプローチの明文化まで11年という時
間が経過している。改訂『監査基準』の前文は，改
訂に至った背景について次のように説明している。
　「企業が公表する財務諸表に対して公認会計士が
独立の立場から実施する監査について，その信頼
性の一層の向上を各方面から求められていること
が明らかになったとの認識が示された。その背景
を要約すれば，（１）過剰流動性が現出させた飽和
経済の崩壊に伴う企業破綻，あるいは信用力の低
下が，企業の公表する財務諸表だけでなく，その
信頼性に関し独立の立場から職業的専門家として
の意見を表明する監査の機能に対しても批判を引
き起こしたこと，（２）近年の情報技術（IT）の高
度化は世界的な規模での市場経済化を促し，資本
市場ならびに企業活動の国際化も進展させ，企業
が公表する財務諸表の監査に対しても，国際的な
水準での機能向上が求められていることが挙げら
れる。」（企業会計審議会［2002］２頁）
　ちょうどこの時期は，わが国の「失われた10年」
といわれるバブル経済崩壊後の不況期であり，企業
破綻などが相次ぎ，日本企業の財務諸表および財務
諸表監査への信頼性が大きく揺らぎ，わが国の企業
会計・監査の国際化が叫ばれた時期であった。この
ような状況に対応して，1997年以降，わが国では金
融ビッグバンと呼ばれる企業会計を含めた諸制度改
革が進展したが，そのような中，米国の５大監査法
人が，1999年3月期から（2003年3月期まで）英文
で作成された財務諸表注記および監査報告書に，「わ
が国財務諸表の作成基準である会計基準と，その監
査基準が国際的な基準とは異なるものである」旨の
説明文（legend clause）を付加するように求めた
のである。いわゆる，レジェンド問題である。レジェ
ンド問題は監査基準とは直接に関係するものではな
いが，レジェンド問題に代表されるような強硬な外
圧も影響して，リスク・アプローチが監査基準に明
文化されるようになったのではないだろうか。
　第三に，リスク・アプローチにおける固有リスク
の変容についてである。監査基準がビジネス・リス
ク・アプローチのもとで，「重要な虚偽表示のリス
ク」概念を導入したのであるが，内部統制監査が実
施されることによって，監査リスク・モデルの一要
素である固有リスクの評価対象は変容しており，重
要な虚偽表示のリスクを単なる結合リスクとは捉え
ることができなくなっていることを指摘した。本稿
では固有リスクに変容があるとの指摘にとどまって
おり，具体的な検討については今後の検討課題とし
たい。
 
１ 　SAS第47号は，1997年のSAS第82号『財務諸表監
査における不正の検討（Consideration of Fraud in a 
Financial Statement Audit）』により修正されている。
２ 　リスク・アプローチの理論的根拠についての記述
は，鳥羽［2009a］240−244頁をもとにしている。
3 　日本公認会計士協会は，1995（平成7）年3月，
「監査上の危険性」に係る実務上の指針として，監査
基準委員会報告書第５号「監査上の危険性と重要性」
を公表している。
４ 　企業会計審議会が，2005（平成17）年12月に公表
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した「財務報告にかかわる内部統制の評価及び監査
の基準のあり方について」という内部統制部会報告
書によれば，内部統制は「基本的に，業務の有効性
及び効率性，財務報告の信頼性，事業活動に関わる
法令等の遵守並びに資産の保全の４つの目的が達成
されているとの合理的な保証を得るために，業務に
組み込まれ，組織内のすべての者によって遂行され
るプロセス」と定義されている。さらに，内部統制
の基本的な構成要素として，「統制環境，リスクの評
価と対応，統制活動，情報と伝 達，モニタリング（監
視活動）及びIT（情報技術）への対応」の６つの要
素をあげている（企業会計基準審議会［2005b］9頁）。
５ 　固有リスクと統制リスクの区別の困難性について
は，小澤［2006］が米国などにおける実証研究や実
態調査の成果に基づいて検討を行っており，「監査人
にとってIRとCRの区別は，それほど簡単なことでは
なく，実務上は，両者を区別せずにリスク評価が行
われている可能性が高いことがわかる」（130頁）と
述べている。
６ 　小澤［2006］は，実証研究などの成果に基づいて，
固有リスクと統制リスクに関連があり，両者が従属
（相互依存）関係にあることを明らかにし，監査実務
と監査基準の文言とのズレ（不整合）が，「重要な虚
偽表示のリスク」概念の導入によって監査実務にあ
わせて調整されていると述べている（130−131頁）。
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Abstract
　In this article, we overview changes and their background of auditing approach based on 
audit risk model （audit risk approach） in the Japanese Auditing Standards, and discuss the 
meaning of their changes.  In Japan, the concept of audit risk approach was introduced formally 
on the revision of the Auditing Standards in 1991 for the first time, and the standards was 
revised regarding the application of the concept in 2002 and 2005.  In conclusion, we point out 
the followings.  （1） The concept of audit risk approach has been developed in the course of 
“expectation gap” discussions in the United States in order to minimize and reduce the gap 
between the auditors’ actual standard of performance and the various public expectations.  （2） 
The foreign pressure such as a “legend clause” statement in auditing report by the big five 
auditing firms in the United States, was one of the major driving forces in the application of 
the audit risk approach concept in Japanese Auditing Standards, although the concept had not 
been penetrated among the Japanese auditing professions for almost ten years.  （3） We point 
out that the inherent risk concept has been changed in substance since adopting the business 
risk approach because of the audit of internal control.  We should not see the concept of risk 
of material misstatement as just the combination risk of the inherent risk and the control risk, 
because the internal control audit has changed the scope and essence of those risks.  
Key words：Japanese Auditing Standards; Audit Risk Model; material misstatements

